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会場の様子 オリエンテーション 

 

参加者 講師からの説明 

 

ゴミ収集 1 ゴミ収集 2 

 

レジンペレットの回収実演 1 レジンペレットの回収実演 2 

図 5.7-3 体験型啓発活動（第 2回）の様子 

 



 I-344

c．アンケート結果 
参加者を対象にアンケートを実施し、「調査に参加した動機」、「参加した感想」、「参加す

ることによる効果」、「次回参加の意思」、「参加促進の方策」等について意見を聴取した。

このアンケートは、他のモデル地域のゴミ回収作業員（有償ボランティア）を対象に実施

したものと共通の内容で実施したものである。その結果を以下に示す。 

 

(a) 問 1「調査に参加された動機は何ですか」（複数選択可） 

調査に参加した動機としては、「海岸や街の美化への関心があるから」（22 名）が最も多

かった。その他の意見の内容は、ほとんどが団体の活動・行事としてというものであった。 

調査に参加された動機は何ですか？（複数選択可）
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無回答

その他

有償だったから

広告（新聞、ラジオ）を見て知ったから

知人に誘われたから

昔の海を取り戻したいから

海岸や街の美化への関心があるから

n＝52

 

 

(b) 問 2「海岸清掃に参加された感想をお聞かせください」（自由回答） 

海岸清掃に参加した感想としては、約 7割弱の人が「ゴミの多さや種類の多さに驚いた」

と回答した。その体験を踏まえて、「考えさせられた」「一人一人の自覚が必要」「ゴミを持

ち帰るようにしたい」「何か対策が必要」「ボランティアでは限界」等の感想があった。 

 

(c) 問 3「海岸清掃に参加することでどのような効果がある（あった）と思いますか」（複数

選択可） 

海岸清掃への参加の効果では、「海岸や街の美化への関心が高まる」（39 名）が最も多く、

次いで「ポイ捨て防止の啓発に役立つ」（37 名）、「自分が捨てなくなった」（24 名）の順で

多かった。なお、「地域の連帯感が高まった」「地域への愛着が深まった」が少なかったの

は、今回の参加者の大半が地域外の住民であったためと考えられる。 
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海岸清掃に参加することでどのような効果がある（あった）
と思いますか？（複数選択可）
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無回答

その他

地域への愛着が深まった

地域の連帯感が高まった

地域のイメージアップに貢献

団体もしくは個人の交流が深まった

自分が捨てなくなった

ポイ捨て防止の啓発に役立つ

海岸や街の美化への関心が高まる

n＝52

 

 

(d) 問 4「次に清掃活動があれば参加しますか」 

次回清掃への参加意思については、ほとんどの人が「次回も参加する」と回答した。問

1 では半数以上の人が、団体の活動・行事というどちらかというと消極的な理由を参加動

機としていたが、漂着ゴミの現状を目の当たりにして、自発的な参加意思が誘発されたと

考えられる。 

次に清掃活動があれば参加しますか？
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(e) 問 5「より多くの人に清掃活動に参加してもらうにはどうすればいいと思いますか」（複

数回答可） 

参加促進の方策については、「漂着ゴミ問題の普及・啓発、小中学校での環境教育等を充

実させ、漂着ゴミ問題への関心を高める」（39 名）および「活動の呼びかけを広範囲に行

うなど、広報活動を充実させる」（37 名）と回答した人が多かった。「有償とする」（4名）

と回答した人は少なかった。 
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より多くの人に清掃活動に参加してもらうにはどうすればいい
と思いますか？（複数回答可）
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無回答

その他

有償とする

ゴミ袋の提供、回収したゴミの運搬・処分などの支援を充実

させる

住民ボランティア等民間団体の育成や支援

活動の呼びかけを広範囲に行うなど、広報活動を充実させ

る

漂着ゴミ問題の普及・啓発、小中学校での環境教育等を充

実させ、漂着ゴミ問題への関心を高める。

n＝52

 

 

(f) 問 6「その他、漂着ゴミ問題についてご意見・ご要望があればお聞かせください」（自由

回答） 

啓発・PR が必要という意見が最も多かった（12 名）。その中には、「いくら清掃をしても

解決にはならない。ゴミを出す側の意識改革が必要」「自分達のゴミが外国に流れ着いてい

ることを伝え、自分達の問題であることを認識させる」という意見があった。次いで、発

生抑制のための制度構築の意見が多かった（4名）。その中には「デポジット制の導入」「自

然分解性容器の導入」等の意見があった。 

 

(3) まとめ 

漂流・漂着ゴミの広報については、体験型の啓発活動が有効であろうとの想定のもと、

中学生および大人を対象とした教育プログラムを作成し実施した。 

その結果、中学生の場合には、海岸に漂着しているゴミの回収作業自体が「楽しいこと」

として強い印象を与えていた。ゴミが大量であることや外国からも流れ着いていることは

驚きを持って受け止められており、今後、ゴミを捨てないようにする、ゴミを拾う等の回

答も見受けられた。 

一方、大人の場合には、7 割弱の参加者が、漂着ゴミの量や種類が多いことに驚いたと

回答した。その体験を機として、海岸や街の美化への関心が高まる、ポイ捨て防止の啓発、

自分が捨てなくなったと回答しており、次回の清掃活動についてはほとんどの人が参加意

思を示した。 

これらのことから、今回実施したような体験型の啓発活動への参加は、中学生および大

人とも、漂着ゴミに対する関心の向上に加え、自らのゴミ捨ての抑制、清掃活動への参加

意欲向上という行動変容の効果があると推察された。 

その一方で、答志島では大量のゴミが漂着する海岸（奈佐の浜）は、集落から遠く離れ

ており最寄りの港からは徒歩で 1時間以上かかる。島にはレンタカーがなく、移動手段の

確保が大変困難であり、島外からの参加者の受け入れには限界があると言えた。 

また、答志島の場合には、海岸に漂着するゴミの多くが島外からのものであり、島に住

む中学生にとっては、自分たちのゴミを自分たちできれいにするというような、自己責任

感に基づく考えは形成されにくいと考えられた。 
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5.7.4 漂流・漂着ゴミに関する啓発用パンフレットの作成 

今後の広報活動に用いるための漂流・漂着ゴミに関する啓発パンフレットを以下のとお

り作成した。 

 

作成に際しては、一般に、環境に配慮した行動は「社会的ジレンマ」の構造を有してい

ることに着目した。社会的ジレンマとは、一人一人の人間にとっては、「協力」よりも「非

協力」の方が望ましい結果を生むが、集団の全員が「非協力」を選択すると、全員が「協

力」を選択した場合よりも悪い結果となってしまうことである。例えば、ゴミを公園や観

光地などでポイ捨てする「ごみ捨て行動」は、「社会的ジレンマ」問題と言える。一人がゴ

ミを捨てれば多くの人が嫌な思いをする、すなわち、ゴミを捨てることによる弊害は多く

の人々に拡散されるが、ゴミを捨てる本人はゴミ箱までゴミを持っていく手間を省くこと

ができ、ゴミを捨てることによる利益は本人にだけ占有される（山岸，2000）26。 

社会的ジレンマ状況の中で人々に環境配慮行動を選択させるための要因について研究が

進められており、広瀬（1995）27により環境配慮行動の規定因のモデルが提唱されている

(図 5.7-4)。昨年度に行った関係者へのヒアリング調査から得られた知見が、このモデル

にうまくあてはまることが明らかとなったため、同モデルを参考に、環境配慮の「態度」

が形成され「行動」につながるような情報提供内容を検討した。漂着問題に係る環境配慮

行動の規定因の内容は表 5.7-3 のとおりである。これらの規定因の内容を踏まえて、パン

フレットの構成(案)を作成した(表 5.7-4)。これを骨格として、コンテンツの提示の仕方、

デザイン的な工夫について検討し、パンフレットを作成した（図 5.7-5、図 5.7-6）。 

 
以下、作成にあたっての留意点について記す。 
パンフレットの目的は、一般市民の方々に漂流・漂着ゴミの現状を知っていただいた上

で、自らがゴミの発生源となっている可能性に気づかせ、ゴミの発生を減らすような行動

を促すことである。発生抑制は、国、地方公共団体、企業等、関係各機関が主体となって

取り組んでいくものであるが、国民の協力も不可欠であることから、その一環としてこの

パンフレットによる啓発を行っていくものである。 

また、対象読者は高関心層と無関心層の間に位置する中間層である。表紙にゴミの写真

を掲載すると、インパクトはあるものの不快感を感じ、手にとってもらえないおそれがあ

るとのご意見が昨年度に得られたため、海のすばらしさを想起させるデザインを主体とし

て、2ページ目へのヒキを感じさせるものとして右下にゴミの写真を加えることとした。 

漂流・漂着ゴミに多少の知識を有する人であっても、メディアの報道は海外からゴミが

流れ着いている旨が強調されていたことから、モデル調査で確認された新たな事実として、

日本からのゴミが多くを占めていたこと、生活系のゴミが河川等を通じて海に流れ込んで

いることを伝え、市民一人一人が発生源となっている可能性があることを想起させるよう

にした。 

このような認識を「行動」につなげるために、自分達でできることであり、かつ、なる

べくささやかな対策を提示することとした。行動の敷居を下げることにより、まずは第一

歩を踏み出させることが重要と考えたためである。人間は認知と行動の不一致があると大

                             

26 山形俊男，2000，「社会的ジレンマ－「環境破壊」から「いじめ」まで－」，PHP 研究所． 

27 広瀬幸雄, 1995, 「環境と消費の社会心理学－共益と私益のジレンマ－」, 名古屋大学出版会 
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きなストレスを感じるため、それを避けるように努めており（認知的不協和理論）、いった

ん行動を開始した後は、その行動を正当化するように、認知の方を修正するとされている。 

なお、このパンフレットでは、ゴミの回収よりも発生抑制に重点を置いた。クリーンア

ップ活動の情報は、その参加を呼びかける狙いもあるが、それよりも、海岸というものが

社会の人々によってきれいに保たれているということを認識させる、すなわち「社会の目」

を想起させることにより、行動変容を促すことを狙いとした。 

 

環境リスク認知

責任帰属認知

対処有効性認知

実行可能性評価

便益費用評価

社会規範評価

環境にやさしい
（ ）目標意図 態度 

環境配慮行動

環境認知

行動評価  

図 5.7-4 環境配慮行動の規定因のモデル（広瀬，1995） 

 

表 5.7-3 漂着ゴミ問題に係る環境配慮行動の規定因の内容 

環境配慮行動の規定因 各規定因の内容 

①環境リスク認知 漂着ゴミ問題の深刻さに気づかせる。 

②責任帰属認知 自分たちの生活が原因の一端となっていることに気づ

かせる。 

③対処有効性認知 陸域からの発生が主たる汚染源となっていることを示

し、自分たちの取組みにより問題の解決につなげること

ができることを示す。 

④実行可能性評価 発生抑制について「自分たちでできること」を示す。 

⑤便益費用評価 海の大切さ（社会的便益）を気づかせるとともに、現在

の快適な生活を犠牲にせずに実行できる「なるべくささ

やかな対策」（個人コストが低い）を提示する。 

⑥社会規範評価 海岸の清掃を行っている人々がいることに気づかせ、

「社会的な目」を想起させることにより、ポイ捨て行動

等を抑止する。 
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表 5.7-4 パンフレットの構成(案) 

目 的：自らがゴミの発生源となっている可能性に気づかせ、ゴミの発生を減らすような行動を

促す。 
対象者：中学生以上の一般市民 
体 裁：A 4 カラー×2 枚（両面 4 ページ） 
内 容：①海の大切さ・素晴らしさ 

【写真】美しい砂浜と青い海、青い空 
【写真】海の生き物（魚やカニ） 
海は、レジャー、漁業、海運などで利用されている 
 

②漂流・漂着ごみの影響 
危険・有害（医療系廃棄物、ガラス破片） 
人と自然の豊かな触れ合い（景観、レジャー利用） 
生物・生態系（誤飲、絡まり、生息環境悪化） 
経済活動（漁業、観光） 
 

③現状と発生源 
「私たちの生活から出たゴミが海を汚している」 

陸起源の生活ゴミが多くを占めており、河川を通じて、海

に到達し、分解されずにたまっていく 
「外国起源のゴミが多くを占める海岸もあるが、主な起源は日

本である」 
 

④対 策 
ゴミの発生を減らすことが必要 ⇒3R の推進 
【図】増加傾向にあるプラスチック使用量。 

そのごく一部がゴミとして漂着 
【囲み記事】海岸で小学生がゴミ回収をしている写真 
 

⑤あなたにもできること 
発生抑制につながる、比較的取り組みやすい対策を提示 
例）余分なものは買わない、長く大事に使う、エコバッグを

利用する、 
 

 

 

①環境リスク認知 

漂着ゴミ問題の深刻

さに気づかせる 

⑤便益費用評価 

海の大切さと「低コ

スト」の対策を示す 

②責任帰属認知 

自分達の生活が一因

となっていることに気

づかせる 

③対処有効性認知 

自分達の取組みが問

題の解決につながるこ

とを示す 

④実行可能性評価 

「自分達でできるこ

と」を示す 

⑥社会規範評価 

「社会的な目」を想起

させる 

⑤便益費用評価 

海の大切さと「低コ

スト」の対策を示す 
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図 5.7-5 啓発用パンフレット 表紙・裏表紙 

 

 


